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１．決算の概要（普通会計）※１

普通会計の決算額は、前年度と比較し、歳入が、198 億 5,259 万７千円、26.3％

の増、歳出が 221 億 1,675 万３千円、31.0％の増となっています。

※１ 普通会計とは、自治体の間で異なる一般会計で処理する事業の範囲を是正し、団

体間比較や時系列分析ができるよう、全自治体に共通する統一的な会計区分として

設けられたものであり、「一般会計」と「公営事業会計以外の特別会計」を合算した

統計処理上の会計です。決算統計は、この会計区分を使って作成しています。

本市の普通会計は、現在、「一般会計」と「墓地公園事業特別会計」を合算した

会計となっています。

２．決算収支（普通会計）

(1) 実質収支

実質収支は、形式収支（歳入歳出差引額）から繰越明許費等のため翌年

度に繰り越すべき財源を控除した額です。

この実質収支が標準財政規模に対して、どのくらいの割合になるかを示

したものが実質収支比率であり、本年度は 1.4％となっております。

平成30年度 平成29年度 増減額

95,327,929 75,475,332 19,852,597 26.3 ％

93,505,755 71,389,002 22,116,753 31.0

1,822,174 4,086,330 △ 2,264,156 △ 55.4

1,183,655 1,040,916 142,739 13.7

638,519 3,045,414 △ 2,406,895 △ 79.0

△ 2,406,895 △ 3,243,017 836,122

16,866 1,774,642 △ 1,757,776 △ 99.0

- - - -

2,300,000 - 2,300,000 皆増

△ 4,690,029 △ 1,468,375 △ 3,221,654

繰 上 償 還 金

歳 出 総 額

差 引

翌年度へ繰越すべき財源

実 質 収 支

単 年 度 収 支

歳 入 総 額

積 立 金 取 り 崩 し 額

区 分 増減率

（△印は減）（単位：千円）

実 質 単 年 度 収 支

積 立 金
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(2) 単年度収支

単年度収支（実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額）は、平成

30 年度の実質収支額６億 3,851 万９千円から、平成 29 年度の実質収支額

30 億 4,541 万４千円を差引き、24 億 689 万５千円の赤字となっています。

当該年度（単年度）のみの実質的な収入と支出との差額を意味する。

区 分 前年度の実質収支が黒字 前年度の実質収支が赤字

単年度収支が黒字 新たな剰余金の発生 過去の赤字の解消

単年度収支が赤字 過去の剰余金の消滅 赤字額の増加

・単年度収支＝当該年度の実質収支－前年度の実質収支

・平成 30 年度は、網掛の区分に該当しています。

(3) 実質単年度収支

実質単年度収支（単年度収支から実質的な黒字要素（財政調整基金積立

金、地方債繰上償還額）や赤字要素（財政調整基金取崩し額）を加減した

もので、当該年度における実質的な収支を把握するための額）は、46 億

9,002 万９千円の赤字となりました。

赤字の主な要因としては、財政調整基金の取崩しを行ったことと平成 29

年度において、繰越をしてきた市街地液状化対策事業に、繰越金の歳入が

あった一方、事業の進捗を鑑み、精算を行った結果、歳入に対応する歳出

がなかったことなどにより平成 29 年度の実質収支が大きかったことによ

るものです。

・実質単年度収支＝単年度収支＋財政調整基金積立金＋地方債繰上償還額

－財政調整基金取崩し額
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３．財政指数の状況

(1) 財政力指数

市町村の財政力の強弱は、標準的な行政活動を行うために必要な経費（基

準財政需要額）のうち、どの程度地方税等の収入（基準財政収入額）でま

かなえるかを示したもので、一般的に財政力指数と呼ばれています。（基準

財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の当該年度以前３カ年の平

均値をいう。）

本年度については 1.517 となりました。

前年度と比較すると、0.002 の減となっており、平成 30 年度の単年度財

政力指数が 1.521 で、今回算定から外れる平成 27 年度の単年度財政力指数

の 1.526 を下回っていることから３カ年平均である財政力指数は、微減と

なったものです。

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度

財政力指数 1.475 1.498 1.518 1.519 1.517

単年度財政力指数 1.506 1.526 1.521 1.510 1.521

基準財政収入額(千円 ) 32,471,962 33,651,460 33,153,290 33,250,930 34,043,989

基準財政需要額(千円 ) 21,554,630 22,058,443 21,800,741 22,018,716 22,386,267

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

指 数

年 度

財政力指数の推移

指数(3ヵ年平均) 単年度
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(2) 健全化判断比率及び資金不足比率

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）に基づく本

市の健全化判断比率及び資金不足比率は、以下の表のとおりです。

実質赤字比率、連結実質赤字比率は、いずれも負数のため「－」となっ

ております。

実質公債費比率は、元利償還金や、公債費に準ずる債務負担行為が前年

度から減少し、単年度実質公債費比率が 7.2％となったものの、今回算定

から外れる平成 27 年度の単年度実質公債費比率の 5.0％を上回っているこ

とから、３か年平均で昨年度より 0.8 ポイント増の 7.4％となりました。

将来負担比率は、地方債の現在高が増加したことなどから、昨年度より

11.1 ポイント増の 15.9％となっています。

なお、昨年度同様、早期健全化基準等を超えている比率はありません。

また、本市の公営企業会計は、公共下水道事業会計ですが、昨年度同様、

資金不足を生じていませんでした。

指 標 名 称
本市比率 早期健全化基準

（又は経営健全化

基準）

財政再生

基準３０年度 ２９年度

○実質赤字比率
－ － 11.35 20.00一般会計等の実質赤字の標準財政規模に対す

る比率

○連結実質赤字比率
－ － 16.35 30.00全ての会計の実質赤字の標準財政規模に対す

る比率

○実質公債費比率
7.4 6.6 25.0 35.0公債費及び公債費に準じた経費の標準財政規

模に対する比率

○将来負担比率

15.9 4.8 350.0地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべ

き負債の標準財政規模に対する比率

○公営企業における資金不足比率 公共下

水道事

業
－ － 20.0公営企業ごとの資金不足額の事業規

模に対する比率

※健全化判断比率欄の「－」は、実質赤字額もしくは連結実質赤字額がないこと、資金不

足比率の欄の「－」は、資金不足が発生していないことを意味する。

※早期健全化基準：財政健全化計画を策定し、自主的な改善努力による財政健全化に取り

組むことになる基準。

※財政再生基準：財政再生計画を策定し、国等の関与による確実な再生に取り組むことに

なる基準。
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※経営健全化基準：経営健全化計画を策定し、自主的な改善努力による経営健全化に取り

組むことになる基準。

※標準財政規模：地方公共団体において標準的に収入される一般財源の規模を示すもの。

市税、地方譲与税、普通交付税、臨時財政対策債発行可能額等の合算額。

(3) 経常収支比率

経常収支比率については、経常経費充当一般財源（人件費、扶助費、公債

費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源）が、経常

一般財源（一般財源総額のうち地方税、地方交付税、地方譲与税等のように

毎年度経常的に収入される一般財源）に対し、どの程度の割合を占めている

かを算出することにより財政構造の弾力性を判断するものです。

本年度は、法人市民税や、固定資産税の増などで、経常一般財源が増加と

なった一方で、物件費や、補助費等の増などで、経常経費充当一般財源も増

加しています。その結果、経常経費充当一般財源の増加が、経常一般財源の

増加を上回ったため、前年度と比べると、1.6 ポイント増の 86.4％となりま

した。

・経常収支比率（％）＝

経常経費充当一般財源

× １００

経常一般財源

経常経費充当一般財源 臨時経費充当一般財源

経常一般財源 臨時一般財源

弾力性

一般財源総額

81.1 82.8 82.5
83.8

86.9

83.3

81.4

85.1
84.8

86.4

70.0

80.0

90.0

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

経常収支比率の推移
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４．会計別決算総括表

（単位：千円）

会 計 区 分 予算現額 歳入総額 歳出総額
歳入歳出

差引額

一般会計 95,885,597 94,369,612 92,557,451 1,812,161

特

別

会

計

国民健康保険 12,534,360 12,110,564 12,100,215 10,349

公共下水道事業 4,000,090 4,059,648 3,916,371 143,277

墓地公園事業 1,231,713 1,223,613 1,213,600 10,013

介護保険

（保険事業勘定）
7,072,450 7,044,770 6,810,159 234,611

介護保険
（介護サービス事業勘定）

1,314,730 1,349,574 1,264,269 85,305

後期高齢者医療 1,447,880 1,454,782 1,444,013 10,769

合 計 123,486,820 121,612,563 119,306,078 2,306,485

(1) 一般会計

歳入歳出決算額は、歳入が 943 億 6,961 万２千円、歳出が 925 億 5,745

万１千円となっています。前年度との比較では、歳入は 25.9％の増、歳出

で 30.6％の増となりました。

このうち、歳入としては、繰越金や諸収入が減少したものの、繰入金や

市債の増加などにより増となっています。

歳出は、積立金や公債費が減少したものの補助費等や普通建設事業費の

増加などにより増となっています。

(2) 特別会計

国民健康保険特別会計決算額は、歳入が 121 億 1,056 万４千円、歳出が

121 億 21 万５千円となっています。前年度との比較では、歳入は 13.8％の

減、歳出は 11.0％の減となりました。減少の主な要因は、被保険者数の減

により、歳入については国民健康保険税が減少したこと、歳出については
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保険給付費が減少したことによるものです。

公共下水道事業特別会計決算額は、歳入が 40 億 5,964 万８千円、歳出が

39 億 1,637 万１千円となっています。前年度との比較では、歳入は 7.6％

の増、歳出は 5.5％の増となりました。増加の主な要因は、歳入について

は繰入金が増加したこと、歳出については総務費が増加したことによるも

のです。

墓地公園事業特別会計決算額は、歳入が 12 億 2,361 万３千円、歳出が

12 億 1,360 万円となりました。前年度との比較では、歳入は 77.1％の増、

歳出は 79.0％の増となりました。増加の主な要因は、歳入については繰入

金が増加したこと、歳出については墓地公園事業費が増加したことによる

ものです。

介護保険特別会計のうち、保険事業勘定決算額は、歳入が 70 億 4,477

万円、歳出が 68 億 1,015 万９千円となりました。前年度との比較では、歳

入で 5.3％の増、歳出で 5.7％の増となりました。増加の主な要因は、歳入

については介護保険料が増加したこと、歳出については保険給付費が増加

したことによるものです。また、介護サービス事業勘定決算額は、歳入が

13 億 4,957 万４千円、歳出が 12 億 6,426 万９千円となりました。前年度

との比較では、歳入で 1.8％の減、歳出で 1.4％の減となりました。減少の

主な要因は、歳入については繰入金が減少したこと、歳出については公債

費が減少したことによるものです。

後期高齢者医療特別会計決算額は、歳入が 14 億 5,478 万２千円、歳出が

14 億 4,401 万３千円となりました。前年度との比較では、歳入は 9.4％の

増、歳出は 9.1％の増となりました。増加の主な要因は、歳入については

後期高齢者医療保険料が増加したこと、歳出については後期高齢者医療広

域連合納付金が増加したことによるものです。
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５．歳 入（一般会計）

（△印 は減 ）

（単位：千円）

区 分

30 年 度 29 年 度

決算額
構成比

％

対前年度

伸び率％
決算額

構成比

％

対前年度

伸び率％

５. 市税 41,602,866 44.1 1.4 41,039,485 54.7 1.6

10. 地方譲与税 276,915 0.3 0.7 275,055 0.4 2.5

15. 利子割交付金 57,673 0.1 △ 1.6 58,610 0.1 58.0

16. 配当割交付金 189,232 0.2 △ 16.1 225,590 0.3 38.5

17. 株式等譲渡所得割交付金 174,194 0.2 △ 34.1 264,164 0.4 118.8

18. 地方消費税交付金 3,403,405 3.6 9.7 3,101,978 4.1 5.0

25. 自動車取得税交付金 100,502 0.1 △ 8.9 110,288 0.1 53.1

29. 地方特例交付金 97,044 0.1 14.5 84,746 0.1 11.2

30. 地方交付税 401,954 0.4 △ 5.4 424,809 0.6 △ 15.1

35. 交通安全対策特別交付金 15,969 0.0 2.7 15,546 0.0 △ 1.7

40. 分担金及び負担金 754,853 0.8 18.0 639,627 0.9 △ 2.9

45. 使用料及び手数料 1,777,095 1.9 △ 0.7 1,790,151 2.4 △ 6.6

50. 国庫支出金 8,125,588 8.6 14.8 7,077,505 9.4 △ 0.2

55. 県支出金 2,737,173 2.9 4.3 2,624,948 3.5 5.4

60. 財産収入 290,389 0.3 11.4 260,762 0.3 △ 2.6

65. 寄附金 5,813 0.0 △ 61.3 15,014 0.0 3.3

70. 繰入金 23,251,227 24.6 3,394.3 665,401 0.9 △ 90.3

75. 繰越金 2,540,826 2.7 △ 68.7 8,127,441 10.8 △ 47.7

80. 諸収入 2,215,294 2.3 △ 61.3 5,729,825 7.6 166.8

85. 市債 6,351,600 6.7 161.1 2,432,900 3.2 △ 67.2

合 計 94,369,612 100.0 25.9 74,963,845 100.0 △ 15.8

歳入決算額は、943 億 6,961 万２千円で、前年度と比べると 194 億 576 万７

千円、25.9％の増となっています。

決算額の主な増減は、市税が 1.4％増、地方消費税交付金が 9.7％増、国庫支

出金が 14.8％増、繰入金が 3,394.3％増、繰越金が 68.7％減、諸収入が 61.3％

減、市債が 161.1％増となっています。

なお、主な増減理由は次のとおりです。
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(1) 市 税（前年度比 563,381 千円、1.4％）

個人市民税については、納税義務者数の増加等により、前年度と比べ

6,565 万６千円、0.4％の増となっています。

法人市民税については、大手企業が業績好調であり、また申告法人数の

増加により、7,246 万７千円、1.5％の増となっています。

固定資産税については、土地評価替えや非課税土地であった土地が課税

地になったこと等により、前年度と比べ４億 2,444 万１千円、2.3％の増

となっています。

（△印は減）

（単位：千円）

(2) 地方消費税交付金（前年度比 301,427 千円、9.7％）

地方消費税交付金については、県に納入された地方消費税額が増加した

ことから、前年度と比べ増となっています。

なお、税率改正に伴う増額分である 12 億 1,484 万５千円については、

下記のとおり「社会福祉」「社会保障」「保健衛生」といった「社会保障施

策に要する経費」に充当しました。

区 分

30 年 度 29 年 度

決算額
構成比

％

対前年度

伸び率％
決算額

構成比

％

対前年度

伸び率％

市 個人分 16,835,806 40.5 0.4 16,770,150 40.9 2.0

民 法人分 4,950,179 11.9 1.5 4,877,712 11.9 4.6

税 計 21,785,985 52.4 0.6 21,647,862 52.7 2.6

固定資産税 18,774,056 45.1 2.3 18,349,615 44.7 0.9

軽自動車税 76,311 0.2 5.2 72,509 0.2 3.6

市たばこ税 881,841 2.1 △1.0 891,075 2.2 △6.8

入湯税 84,673 0.2 8.0 78,424 0.2 △6.5

合 計 41,602,866 100.0 1.4 41,039,485 100.0 1.6



- 10 -

(3) 国庫支出金（前年度比 1,048,083 千円、14.8％）

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担金や保育所等整備交付金が増とな

ったことにより、前年度に比べ増となっています。

(4) 繰入金（前年度比 22,585,826 千円、3,394.3％）

東日本大震災復興交付金基金繰入金や財政調整基金繰入金が増となった

ことにより、前年度に比べ増となっています。

（単位：千円）

国県
支出金

その他
社会保障財
源化分の市
町村交付金

その他

社会
福祉

障がい者医療等給付事業 402,285 196,517 1,983 57,348 146,437

社会
福祉

障がい福祉サービス等給付事業 1,981,808 1,429,729 67 155,343 396,669

社会
福祉

社会参加等促進事業（障がい者福祉費・老
人福祉費）

136,721 - - 38,475 98,246

社会
福祉

障がい者福祉推進事業 59,696 2,160 60 16,174 41,302

社会
福祉

介護従事者確保事業 12,059 99 - 3,366 8,594

社会
福祉

ひとり親家庭援護事業 490,499 135,812 10 99,811 254,866

社会
福祉

市立保育園運営費 1,307,423 29,952 308,392 272,712 696,367

社会
保険

後期高齢者医療事業 705,773 - - 198,614 507,159

保健
衛生

母子保健事業費 181,564 10,160 16 48,231 123,157

保健
衛生

定期予防接種事業 451,774 - - 127,135 324,639

保健
衛生

健（検）診経費 400,092 8,131 - 110,303 281,658

保健
衛生

急病診療事業 372,977 596 62,045 87,333 223,003

6,502,671 1,813,156 372,573 1,214,845 3,102,097合計

事業名 決算額

財源内訳

特定財源 一般財源
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(5) 繰越金（前年度比 △5,586,615 千円、△68.7％）

前年度繰越金（市街地液状化対策事業未執行相当分）などが減となった

ことにより、前年度に比べ減となっています。

(6) 諸収入（前年度比 △3,514,531 千円、△61.3％）

市街地液状化対策事業前払金返還金などが減となったことにより、前年

度に比べ減となっています。

(7) 市債（前年度比 3,918,700 千円、161.1％）

道路等整備事業債や浦安中学校大規模改修・増築事業債などが増となっ

たことにより、前年度に比べ増となっています。
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６．歳 出（一般会計）

（△印 は減 ）

（単位：千円）

区 分

30 年 度 29 年 度

決算額
構成比

％

対前年度

伸び率％
決算額

構成比

％

対前年度

伸び率％

５. 議会費 354,808 0.4 △ 0.5 356,705 0.5 △ 1.4

10. 総務費 8,733,441 9.4 △ 3.1 9,013,818 12.7 △ 47.4

15. 民生費 26,095,529 28.2 3.5 25,221,025 35.6 6.2

20. 衛生費 5,448,826 5.9 4.6 5,207,458 7.3 △ 0.3

25. 農林水産業費 13,593 0.0 △ 73.4 51,023 0.1 35.5

30. 商工費 758,440 0.8 △ 0.9 765,472 1.1 △ 2.6

35. 土木費 26,234,061 28.3 154.9 10,293,316 14.5 80.9

40. 消防費 2,305,635 2.5 8.7 2,121,709 3.0 0.8

45. 教育費 13,985,966 15.1 22.3 11,437,162 16.1 △ 17.4

48. 災害復旧費 5,131,959 5.5 78.1 2,880,989 4.1 △ 61.5

50. 公債費 3,495,193 3.8 △ 1.3 3,541,850 5.0 17.5

合 計 92,557,451 100.0 30.6 70,890,527 100.0 △ 10.8

歳出決算額は、925 億 5,745 万１千円で、前年度と比べると 216 億 6,692 万

４千円、30.6％の増となっています。

なお、主な増減理由は次のとおりです。

(1) 総務費（前年度比 △280,377 千円、△3.1％）

旧入船北小学校改修事業（継続費分）（５億 9,401 万１千円増）や庁舎駐

車場建設事業（継続費分）（５億 8,433 万２千円増）などの増がある一方、

財政調整基金積立金（17 億 6,217 万円減）や防災カメラ等整備事業（１億

2,075 万７千円減）などの減により、前年度に比べ減となっています。

(2) 民生費（前年度比 874,504 千円、3.5％）

臨時福祉給付金（１億 9,821 万円減）などの減がある一方、南小学校地

区児童育成クラブ等整備事業（継続費分）（３億 926 万４千円増）、私立保

育所等運営費（市内保育所等分）（３億 1,019 万３千円増）や私立保育所
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等施設整備費補助金（少子化対策基金事業）（２億 1,212 万４千円増）な

どの増により、前年度に比べ増となっています。

(3) 土木費（前年度比 15,940,745 千円、154.9％）

東日本大震災復興交付金基金積立金（32 億 947 万９千円減）などの減が

ある一方、東日本大震災復興交付金基金残余見込額返還金（194 億 445 万

８千円増）や浦安駅周辺整備事業（３億 6,512 万２千円増）などの増によ

り、前年度に比べ増となっています。

(4) 教育費（前年度比 2,548,804 千円、22.3％）

堀江中学校校舎増築・改修事業（１億 4,441 万４千円減）や野球場整備

事業（１億 4,306 万５千円減）の減がある一方で、浦安中学校大規模改修・

増築事業（継続費分）（11 億 5,382 万４千円増）、南小学校屋内運動場建替

事業（継続費分）（８億 323 万４千円増）や中央公民館大規模改修事業（継

続費分）（７億 1,714 万４千円増）などの増により、前年度に比べ増とな

っています。

(5) 災害復旧費（前年度比 2,250,970 千円、78.1％）

道路等復旧事業（継続費分）（６億 1,813 万円減）の減がある一方で、市

街地液状化対策事業（８億 254 万７千円増）、舞浜地区道路災害復旧工事

（２１８号）（３億 8,010 万円増）や舞浜地区道路災害復旧工事（２１７

－２号）（２億 8,296 万円増）などの増により、前年度に比べ増となって

います。
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７．歳 出（性質別・一般会計）

（△印 は減 ）

（単位：千円）

30 年 度 29 年 度

決算額
構成比

％

対前年度

伸び率％
決算額

構成比

％

対前年度

伸び率％

１. 人件費 10,971,093 11.9 0.8 10,878,909 15.3 0.3

２. 扶助費 12,340,470 13.3 2.6 12,025,735 17.0 6.0

３. 公債費 3,495,193 3.8 △ 1.3 3,541,850 5.0 17.5

義務的経費 小計 26,806,756 29.0 1.4 26,446,494 37.3 4.9

４. 物件費 20,462,394 22.1 2.8 19,897,025 28.1 0.8

５. 維持補修費 1,179,647 1.3 35.6 870,259 1.2 △ 39.3

６. 補助費等 22,772,748 24.6 673.1 2,945,747 4.2 0.1

経常的経費 小計 71,221,545 76.9 42.0 50,159,525 70.8 1.7

７. 積立金 539,456 0.6 △ 89.2 4,992,069 7.0 1,380.2

８. 投資及び出資金 - - - - - -

９. 貸付金 465,000 0.5 △ 0.7 468,315 0.7 △ 0.4

10. 繰出金 5,200,874 5.6 3.6 5,022,379 7.1 3.0

11. 前年度繰上充用 - - - - - -

12. 投資的経費 15,130,576 16.3 47.6 10,248,239 14.5 △ 58.1

合 計 92,557,451 100.0 30.6 70,890,527 100.0 △ 10.8

決算額の伸び率をみると、義務的経費が 1.4％増（前年度 4.9％増）、経常的

経費が 42.0％増（同 1.7％増）、投資的経費が 47.6％増（同 58.1％減）となっ

ています。

なお、主な増減理由は次のとおりです。

(1) 義務的経費（前年度比 360,262 千円、1.4％）

扶助費で、私立保育所等運営費（市内保育所等分）（３億 1,019 万３千円

増）などの増により、３億 1,473 万５千円、2.6％の増となったことから、

義務的経費全体で、1.4％の増となっています。

(2) 経常的経費（前年度比 21,062,020 千円、42.0％）

補助費等で、東日本大震災復興交付金基金残余見込額返還金（194 億 445



- 15 -

万８千円増）などの増により、198 億 2,700 万１千円、673.1％の増となっ

ています。また、物件費で、地籍予備調査経費（１億 6,784 万６千円増）

などの増により、５億 6,536 万９千円、2.8％の増となったことから、経常

的経費全体で、42.0％の増となっています。

(3) 投資的経費（前年度比 4,882,337 千円、47.6％）

災害復旧事業費で、市街地液状化対策事業（８億 254 万７千円増）など

の増により、22 億 5,097 万円、78.1％の増となっています。また、普通建

設事業費で、事業用地購入事業（債務負担行為分）（新橋周辺地区防災ま

ちづくり整備事業）（７億 4,211 万４千円減）などで減となったものの、

浦安中学校大規模改修・増築事業（継続費分）（11 億 5,382 万４千円増）、

南小学校屋内運動場建替事業（継続費分）（８億 323 万４千円増）などの

増により、26 億 3,136 万７千円、35.7％の増となったことから、投資的経

費全体で、47.6％の増となっています。
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面 積

27年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 27 年

31.1.1 人 国 調 0.2 ％ 14.0 ％ 85.9 ％

30.1.1 人
22 年 81 人 9,681 人 63,844 人

増減率 ％ 国 調 0.1 ％ 13.2 ％ 86.7 ％

平成30年度 増減額

1. ① 95,327,929 19,852,597 26.3 ％

2. ② 93,505,755 22,116,753 31.0 ％

3. ③ 1,822,174 △ 2,264,156 △ 55.4 ％

4. ④ 1,183,655 142,739 13.7

5. ⑤ 638,519 △ 2,406,895 △ 79.0

6. ⑥ △ 2,406,895 836,122

7. ⑦ 16,866 △ 1,757,776 △ 99.0

8. ⑧ 0 0 -

9. ⑨ 2,300,000 2,300,000 皆増 ％

10. △ 4,690,029 △ 3,221,654 ％

％

％

事 - ％

事 -

事 -

事 -

事 -
企
非

-
企
非

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

下水道事業

介護サービス事業

種別
（注）

会 計 名

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直診勘定）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業

-

1,129,030

6,567

185,571

（総費用）

12,100,215

-

6,810,1597,044,770

109,989

1,505,448

歳 出

3,916,371

1,239,585

143,277

0

9,118

-

234,611

85,305

10,769

24,684

1,494,679

歳 入

（総収益）

12,110,564

-

人口密度

決 算 状 況
人 口

1,040,916

標 準 財 政 規 模

34,043,989

44,858,853

積 立 金 取 崩 し 額

基 準 財 政 収 入 額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基 準 財 政 需 要 額 22,386,267

翌年度に繰り越すべき財源

71,389,002

0繰 上 償 還 金

△ 0.5

住民基
本台帳

3,045,414

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

国 勢
調 査

4,086,330

22年

75,475,332

169,443

167,938

0.9

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

浦 安 市

平 成 30 年 度

117
17.30

人口集中地区人口

22年国調

122271

第１次
164,877 9,481.2

対H29増減率

63,259 人

1.52

人

H29年度末の債務保証額又は損失補償額

△ 3,243,017

△ 1,468,375

1,774,642

経 常 収 支 比 率

26,388,304

13,374,874

45,647,263

第 三 セ ク タ ー 等 名

将 来 負 担 比 率 15.9

0

連 結 実 質 赤 字 比 率 －

実 質 公 債 費 比 率 7.4

健 全 化 判 断 比 率

0

歳 出 総 額

歳 入 総 額

平成29年度区 分

就
業
人
口

164,015

昭56. 4. 1 市制施行

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

人

164,024 人 27年国調
人

人
164,570

1,202,390

1,280,520

478,953

実 質 収 支 比 率

区 分

財 政 力 指 数

積 立 金 現 在 高

地 方 公 営 事 業 会 計 の 状 況

うち臨時財政対策債発行可能額

単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 赤 字 比 率 －

4,059,648

1,239,585

（単位：千円）

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）

25

H30普通交付
税 種 地 区 分

Ⅳ－３

番号

Ⅱ10

第３次

産 業 構 造

区 分 第２次

86.4

17,526,457

債務負担行為支出予定額

財 政 指 標 等

1.4

地 方 債 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金

10,283

実質収支
（純損益）

人

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

普通会計からの
繰入額

注）「企適」は、平成28年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方公営企
業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。
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25

経常一般財源等 決算額 経常的経費充当一般財源等

43.6 ％ 1.4 ％ 41,602,866 10,987,789 11.8 ％ 0.9 ％ 10,389,577

0.3 0.7 276,915 8,793,166 9.4 0.8

0.1 △ 1.6 57,673 12,340,470 13.2 2.6 4,504,194

0.2 △ 16.1 189,232 3,515,324 3.8 △ 1.2 3,515,324

0.2 △ 34.1 174,194 元 金 3,393,146 3.6 △ 0.6 3,393,146

3.6 9.7 3,403,405 利 子 122,177 0.1 △ 14.7 122,177

0.0 － 0 1 0.0 0.0 1

0.0 － 0 26,843,583 28.7 1.4 18,409,095

0.1 △ 8.9

0.0 － 20,533,355 22.0 2.8 16,064,865

0.1 14.5 97,044 1,184,849 1.3 35.9 1,160,646

0.4 △ 5.4 22,773,505 24.4 673.0 2,165,584

0.0 － 12,609 0.0 △ 31.9

0.0 △ 8.7 465,000 0.5 △ 0.7 2,160

0.4 △ 5.1 2,680,387 2.9 5.4 2,236,269

48.6 1.6 45,901,831 74,480,679 79.7 39.8 40,038,619

0.0 2.7 15,969

0.4 34.4 0 375,969 0.4 4.0

1.7 △ 1.7 219,546 10,883,682 11.6 41.1

0.7 2.6 0 1,694,410 1.8 91.6

8.5 14.4 9,172,420 9.8 35.3

0.0 － 0 0 0.0 －

2.9 4.3 16,852 0.0 △ 66.7

0.3 11.1 224,129 5,131,959 5.5 78.1

0.0 △ 61.3 0 0.0 －

25.1 2449.0 16,015,641 17.1 51.2

2.7 △ 68.6

2.3 △ 61.9 4,196 700,609 0.7 △ 86.5

6.8 160.5 0 0.0 －

0.0 － 2,308,826 2.5 △ 1.4

0.0 － 0 0.0 －

100.0 26.3 46,365,671 93,505,755 100.0 31.0

5.4 △ 16.0 5,140,096 5.5 △ 16.0

超過課税分収入済額 決算額

52.4
％

0.6
％

737,483 354,808 0.4
％

△ 0.5
％

所 得 割 39.7 0.4 0 8,511,481 9.1 △ 2.4

法 人 税 割 10.7 1.7 737,483 25,558,055 27.3 3.3

45.1 2.3 0 6,588,661 7.0 13.1

土 地 20.0 4.7 0 9,190 0.0 39.3

家 屋 18.2 0.1 0 13,593 0.0 △ 73.4

償 却 資 産 6.7 1.7 0 749,250 0.8 △ 1.3

2.5 0.1 0 26,175,736 28.0 152.4

100.0 1.4 737,483 2,305,634 2.5 8.7

△ 3.7 14,592,064 15.6 21.6

5,131,959 5.5 78.1

99.4
％

32.9
％

97.7
％

3,515,324 3.8 △ 1.2

市 町 村 民 税 99.3 31.1 96.9 0 0.0 －

固 定 資 産 税 99.5 37.8 98.5 0 0.0 －

92.6 23.8 78.7 93,505,755 100.0 31.0

H30決算額 地方債

19,404,458 0

1,679,251 0

1,431,679 862,800

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

注）調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

19,404,458

1,123,345

84,732

0

546,906

300,549
浦安中学校大規模改修・増築事業
（継続費分）

H29-H30 1,723,249

H30 1,679,251

東日本大震災復興交付金基金残余
見込額返還金

H30 19,404,458

市街地液状化対策事業 0

事業名 事業年度
全体事業費

市 町 村 民 税

徴
収
率

滞納繰越分 合 計

国民健康保険税（料）

合 計

そ の 他

国民健康保険税（料）

固 定 資 産 税

現年課税分

市 町 村 税

区 分

4,455,161

18,774,056

大 規 模 事 業 の 状 況

国県支出金

人 件 費

構成比 対H29増減率

扶 助 費

区 分

う ち 職 員 給

公 債 費

うち一部事務組合に対するもの

番号

市 町 村 名

歳 入

市町村類型浦 安 市 Ⅳ－３

区 分 決算額

性 質 別 歳 出

構成比 対H29増減率

100,502
物 件 費

0

0 義務的経費小計

内
訳

一 時 借 入 金 利 子

3,403,405

元 利
償還金

地 方 特 例 交 付 金 等

国 庫 支 出 金

使 用 料

46,303,785一 般 財 源 計

0

383,296

地 方 税

189,232

174,194

地 方 譲 与 税 276,915

57,673

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

41,602,866

利 子 割 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金 100,502

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

0

決算額区 分 構成比

うち東日本大震災分 うち東日本大震災分

都 道 府 県 支 出 金

2,553,838

2,156,714

地 方 債

合 計

5,140,096

5,813

2,740,128

うち臨時財政対策債 0

0う ち 減 収 補 填 債 特 例 分

災 害 復 旧 事 業 費

6,471,900

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

震災復興特別

投資的経費のうち人件費

投資及び出資金・貸付金（経常的なも
の ）

補 助 費 等

23,923,694 投 資 的 経 費 小 計

291,082

1,660,890

国直轄事業負担金
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

特 別

普 通

分 担 金 及 び 負 担 金

8,134,270 単 独

補 助

普 通 建 設 事 業 費

内
訳

県 営 事 業 負 担 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

積 立 金

対H29増減率

失 業 対 策 事 業 費

目 的 別 歳 出

区 分

合 計

維 持 補 修 費

地 方 交 付 税

投資及び出資金 ・貸付金(経常的なも
の を 除 く )

手 数 料

繰 出 金 ( 経 常 的 な も の
を 除 く )

686,550

401,954

15,969交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

内
訳

0

経 常 的 経 費 小 計

27,977

373,977 経 常 的 繰 出 金

0

97,044

95,327,929

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

21,785,985

16,515,925

災 害 復 旧 費

2,808,121

1,042,825

農 林 水 産 業 費

商 工 費

7,581,357

41,602,866

3,019,410

消 防 費

教 育 費

8,331,328

土 木 費

労 働 費

衛 生 費

構成比 対H29増減率

議 会 費

市 町 村 税

全体事業費の財源内訳

183,598

前 年 度 繰 上 充 用 金

合 計

公 債 費

その他特定財源 一般財源

0
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